
参考３ 抹消登録制度

平成17年1月1日の自動車リサイクル法の施行と同時に、道路運送車両法（抹消登録関係部分）が改正され

ました（さらに、使用済自動車に関する自動車重量税の還付制度も導入）

（１）抹消登録制度の概要

道路運送車両法においては、不法投棄等の抑制を図るため「自動車解体」や「中古車輸出」といった状況につ

いても国土交通省等が把握することになっています。具体的には、永久抹消登録制度と一時抹消登録制度及び自

動車検査証の返納制度を存続させつつ、登録自動車または軽自動車が一時抹消登録または自動車検査証の返納（使

用中止）後に解体されたあるいは中古車輸出される場合に、その旨の届出が必要になります。

また、一時抹消登録または自動車検査証の返納を行っていない自動車を輸出する場合には、輸出抹消登録また

はその旨の届出が必要となります。

（２）輸出抹消登録制度及び輸出予定届出書について

・登録自動車を中古車として輸出しようとする場合、その自動車の所有者は、輸出予定日から６月さかのぼった

日から輸出する時までの間に輸出抹消仮登録の申請を行い「輸出抹消仮登録証明書」の交付を受け、一時抹消

登録を受けた自動車を中古車として輸出しようとする場合、その自動車の所有者は同様にその旨の届出（輸出

予定届出）を行い「輸出予定届出証明書」の交付（登録識別情報等通知書は返納）を受けなければなりません。

・軽自動車を中古車として輸出しようとする場合、その自動車の所有者は、輸出予定日から６月さかのぼった日

から輸出する時までの間に、その旨の届出（輸出予定届出）を行い「輸出予定届出証明書」の交付を受けなけ

ればなりません。

※税関では、上記「輸出抹消仮登録証明書」および「輸出予定届出証明書」の確認をした上で輸出許可を行う

こととなります。

※「輸出抹消仮登録証明書」や「輸出予定届出証明書」を受けた自動車が輸出されることなく当該証明書の有

効期間が満了した時は、有効期間満了日から15日以内に国土交通省等に当該証明書を返納しなければなり

ません。この場合、「登録識別情報等通知書」の交付を受けることとなります。

［抹消登録制度の改正（平成17年1月1日施行）］

改 正 前 改 正 後

解体 解体抹消登録（法第15条） 解体 永久抹消登録（法第15条）

解体

輸出

運行
停止
一時

抹消登録
（法第16条）

商品中古
自動車等
として
保有

中古新規

運行
停止
一時

抹消登録
（法第16条）

商品中古

自動車等

として

保有

（長期間保有

の場合、車両

所在の確認）

中古新規

輸出
届出

（法第16条第5項）

解体
届出

（法第16条第3項）

輸出 輸出抹消登録（法第15条の2）

一時抹消後の車両の解体・輸出の把握をしていない 一時抹消後の車両の解体・輪出が把握できる
仕組みに改める

太線 処理を行政が確認等 細線 運行停止の際の手続

点線 処理の確認なし

太線 処理を行政が確認等 細線 運行停止の際の手続

電子マニフェスト

情報で解体が確認

されることが必要
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＜中古車輸出時に交付される輸出抹消登録証明書等＞

・国土交通省等は、「輸出抹消仮登録証明書」および「輸出予定届出証明書」を交付した自動車が輸出されたこ

とを確認し、輸出抹消登録または自動車登録ファイル等へ輸出された旨の記録を行います。

※資金管理法人（公益財団法人自動車リサイクル促進センター）は、国土交通省等から輸出抹消登録等の情報

提供を受け、輸出自動車の所有者から行われるリサイクル料金の返還申請との照合を行います。

区 分 状 態 証明書名

登録自動車
一時抹消されていない 輸出抹消仮登録証明書

一時抹消されている 輸出予定届出証明書

軽自動車 輸出予定届出証明書
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